創業株主間契約書
　　　　　　　　（以下「本会社」という。）の創業株主である　　　　　　　　（以下「甲」という。）と　　　　　　　　（以下「乙」という。）は，いずれかの当事者が本会社の取締役もしくは監査役または従業員の地位をいずれも失った場合の当該当事者が保有する本会社株式の譲渡に関し，以下のとおり契約（以下「本契約」という。）する。

第１条（定義）

本契約において，次の語句は下記の意味を有するものとする。
（１）「退任」：本会社の取締役もしくは監査役または従業員の地位をいずれも失うことをいう。

（２）「退任当事者」：退任した本契約当事者いう。
（３）「存続当事者」：退任当事者以外の本契約当事者をいう。
（４）「本会社株式」：本会社が発行する株式をいう。

第２条（株式の譲渡請求）
１　存続当事者は，退任当事者に対し，その保有する本会社株式の全部または一部を，自己または自己の指定する第三者に対して譲渡するよう請求できる。ただし，退任当事者は，次の各号に定める退任の時期に応じて，保有する本会社株式のうち当該各号に掲げる割合にかかる株式の譲渡請求を拒むことができる。
　（１）本契約締結後1年未満　２５パーセント

　（２）本契約締結後1年以上２年未満　５０パーセント

（３）本契約締結後２年以上３年未満　７５パーセント

（４）本契約締結後３年以上　１００パーセント

　２　前項の譲渡価格は，退任当事者が退任時点で保有していた本会社株式取得に要した金額を保有本会社株式数で除して得た１株あたりの取得原価，または退任時点における本会社株式１株あたりの時価のうちの，いずれか低い方を１株あたりの価格として算出する。
第３条（相続人に対する譲渡請求）

　１　存続当事者は，死亡により退任した退任当事者の相続人に対し，当該相続人が承継した本会社株式を譲渡するよう請求でき，また当該相続人は，前条各号に定める退任の時期に応じて，承継して保有する本会社株式のうち当該各号に掲げる割合にかかる株式の譲渡請求を拒むことができる。
　２　前条第２項の規定は，前項について準用する。

第４条（譲渡請求手続）

退任当事者は，存続当事者から譲渡請求を受けた場合は，本会社の株券を所持しているときはこれを存続当事者に交付するとともに，株式の譲渡の効力を発生させるために必要な手続を行うものとする。

第５条（秘密保持）

本契約当事者は，本契約の存在および内容を，厳に秘密として保持し，第三者に対して開示または漏えいしてはならない。
第６条（本契約の終了）
１　本契約は，次の場合に終了する。
　（１）本契約当事者が本契約の終了を全員一致で合意した場合。

（２）本会社株式が金融商品取引所に上場された場合。

２　本契約の終了は将来に向かってのみその効力を生じ，本契約に別段の定めがある場合を除き，終了前に本契約に基づき発生した権利および義務は終了による影響を受けない。
第７条（権利の譲渡および義務の引受）

　本契約当事者は，第三者に対し本契約に基づく権利を譲渡しまたは義務を引き受けさせることはできない。

第８条（準拠法）

本契約ならびに本契約に基づきまたはこれに関連して生じる本契約当事者の一切の権利および義務は，日本国の法律に準拠し，それに従い解釈される。
第９条（専属的合意管轄裁判所）

本契約に関する紛争については，　　　　　　地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
本契約の成立を証するため本契約書を２通作成し，各当事者記名押印の上，各１通を保有する。
平成　　年　　月　　日
甲：住　　　所　　　　　　　　　　　　
氏　　　名　　　　　　　　　　　印
乙：住　　　所　　　　　　　　　　　　
　　氏　　　名　　　　　　　　　　　印
